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評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名：ベトナム 案件名：食品工業研究所強化計画プロジェクト 

分野：農業開発・農村開発－その他農業開発・農村

開発 

援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部第一グループ 

水田地帯第二チーム 

協力金額（評価時点）：総額 約5.6億円 

先方関係機関：食品工業研究所 

日本国側協力機関：国内支援委員会 

協力期間 2002年9月6日～2007年9月5日 
（R/D 締結日：2002年5月13日） 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム国」）は、農村部の貧困軽減を最重要課題として、農業を

重視し、農業生産の安定的増大、農産物の多様化による経営基盤の安定を推進しているが、併せて食品加

工の振興にも 努めている。1997年の食品加工企業による付加価値創出額は20億US$と言われており、こ

れはGDPの8.8％を占める。また1991年にはGDPに占める食品加工業収入は 6.7％だったのが、1997年まで

に年率14％ずつ成長してきた。 
食品加工業は、農産物の新たな市場を作り上げ、農家の所得向上にも寄与する。また国民の健康増進、

栄養摂取にも役立つことが期待される。適切な食品加工技術が食品の広域流通性、保存性を高め、その付

加価値を向上することにより、農産物の原料生産からの脱却とともに、食品産業の発展が目指されている。

しかし、ベトナム国では食品加工の基本となる品質管理や保存技術が未熟であり、近隣諸国から大量の加

工食品が輸入されており、ベトナム国内の中小食品加工企業の振興を図るためにもこれらの技術向上が不

可欠となっている。 
ベトナム国政府は、1998年8月に中小企業を主とする、同国の食品産業の近代化と農村の所得向上を図

るため、研究開発に係る人材育成の強化が必要であるとして、ハノイにある食品工業研究所（Food 
Industries Research Institute：FIRI）への技術協力を我が国に要請した。これを受けて独立行政法人国際協

力機構（以下、「JICA」）は、1999年12月に基礎調査、2000年10月に短期調査及び2001年11月に第二次短

期調査を実施し、さらに2002年4月に実施協議調査団を派遣して、以下の活動内容でベトナム国側関係者

と合意し、討議議事録（R/D）及び暫定実施計画（TSI）の署名・交換を行った。 
 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

ベトナム国の中小食品加工企業の食品加工技術が向上する。 

(2) プロジェクト目標 

FIRIの食品加工技術開発能力及び認証に必要な情報を提供する機関としての、機能が強化される。

(3) 成果 

1) ベトナム国内で流通している、主要加工食品の品質特性が明らかになる。 

2) FIRI 研究者の微生物及び酵素の応用能力が向上する。 

3) FIRI 研究者の国内向けの認証に必要な、食品の成分及び品質に関する試験・分析能力が向上す 

る。 

4) FIRI 研究者の中小食品加工企業への、品質管理及び食品加工に係る技術指導能力が向上する。 

(4) 投入（評価時点） 

○日本国側投入 

1) 長期専門家        延べ 8 名 

2) 短期専門家        延べ 21 名 

3) 研修員受入        延べ 36 名 

4) 機材供与         合計：840,677US$ 
5）ローカルコスト負担    合計：177,950US$ 
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○ベトナム国側投入 

1) カウンターパート（以下、「C/P」）配置 合計：49 名 
2) ローカルコスト負担  合計：271,722US$ 
3) 施設等整備：1997 年に 5 階建ての研究棟を新設し、研究所内に共同ラボラトリー（分析関連及び

微生物関連）を設置した。また、研究用機材については、工業省と環境科学省から毎年約 10 万

US$の予算配分を受けて購入している。 

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名 職位） 

団長・総括 西牧 隆壯 JICA農村開発部 課題アドバイザー 
分析/品質管理 山崎 惠 元（財）全国調味料・野菜飲料検査協会・ 
  技術参与 
発酵食品 飯野 久和 昭和女子大学大学院 生活機構研究科 教授 
評価分析 南海 泰平 株式会社 ソーワコンサルタント 
計画管理 中谷 康子 JICA農村開発部 第一グループ水田地帯 
  第二チーム 

※なお、ベトナム国側からも5名の評価調査団員が配置され、合同で評価を実施。 
調査期間 2007年5月1日～2007 年5月17日 評価種類：終了時評価 
３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：FIRI の食品加工技術開発能力及び認証に必要な情報を提供する機関としての 
機能が強化される 

指標 1「実用新案取得数が 6 になる」及び指標 2「発表された研究論文要約数が 40 になる」は、終

了時評価調査時点にて既に達成している。また、指標 3「中小食品加工企業に対する技術指導実績数

が 35 になる」については、現段階での達成状況は 26 で指標に達していないが、プロジェクト後半に

成果 4 の活動を通して中小食品加工企業に対する技術指導能力向上が重点的に図られていることか

ら、より多くの中小食品加工企業へ指導が行われることが期待され、プロジェクト終了時までに実施

される見込みである。 
 

(2) 成果の達成状況 

成果 1：ベトナム国内で流通している、主要加工食品の品質特性が明らかになる 
主要な加工食品の品質特性を明らかにするため、試料分析、改良された方法による調査（市場調査、

中小食品加工企業のニーズ調査）が実施された。具体的には、5 つの食品群（乳製品、菓子、食用油、

即席めん、フルーツジュース）の性質を試料分析から明らかにするため、分析された試料数は 53、
分析された項目数は 479 項目、改良された方法による調査数は 43 に達し、目標値を達成した。 
加えて、これらの分析・調査の結果を踏まえ、2006 年 1 月からは、FIRI の組織内を横断したワー

キンググループを設置し、ターゲット食品郡（ライススピリッツ、フルーツワイン）及び現場で必要

とされる技術（菌株利用技術、サイクロデキストリン応用技術、官能評価法、現場対応簡易分析法）

を決定し、プロジェクトのターゲット食品及びその食品の加工技術・分野の特性を明らかにする活動

が行われた。この活動によりプロジェクトの方向性がより明確になり、プロジェクト目標達成に貢献

した。 

成果 2：FIRI 研究者の微生物及び酵素の応用能力が向上する 
菌株に係る活動については、分類した菌株数は 156、同定した菌株数は 93、特徴付けられた菌株数

は 66、特定した有用菌株の数は 10 を達成していた。また酵素及び応用技術に関しては、特定された

酵素の数が 1、FIRI 研究員によって開発または特性評価されたスクリーニングの方法が 6 種類、8 名

の C/P がスクリーニング手法を身に付ける等、全て目標値を達成するとともに、一部の指標は既に達

成数が指標を上回っていることから、プロジェクト終了時点までには更なる達成が見込まれる。 

成果 3：FIRI 研究者の国内向けの認証に必要な、食品の成分及び品質に関する試験・分析能力が向

上する 
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本成果については、42 の分析方法及び 105 の分析項目が技術移転され、5 つの品質評価手法が改良

された。加えてそれらの技術に関する 10 のマニュアルが整備されて 100％活用される等、一部の指

標は終了時評価時点にて指標を上回っていることから、プロジェクト終了時点までには更なる達成が

見込まれる。 
 

成果 4：FIRI 研究者の中小食品加工企業への、品質管理及び食品加工に係る技術指導能力が向上す 
       る 

成果 1～3 の活動により、C/P の技術レベルが向上し、成果 4 の活動が開始された。また、2006 年

1 月からは FIRI の組織内を横断したワーキンググループを設置し、「レインボー作戦（Rainbow 
Operation）」と名付けられた行動計画が実施開始され、ターゲット食品郡（ライススピリッツ、フル

ーツワイン）及び現場で必要とされる技術（菌株利用技術、サイクロデキストリン応用技術、官能評

価法、現場対応簡易分析法）を中心に活動を推進するようになった。 
指標の達成状況については、中小食品加工企業に対する技術指導用マニュアル数は、微生物と酵素

に関しては 25、食品分析に関しては 17 作成された。また、中小食品加工企業への指導能力向上のた

めのセミナーとワークショップは 17 回実施され、現場指導（コンサルティング）は 9 回実施された。

なお、現場指導（コンサルティング）については、目標値の 20 に達していなかったが、現時点にて

重点的に実施されている活動であることから、プロジェクト終了時点までには十分に達成できる見込

みである。 
 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

＜ベトナム国政府の政策との整合性＞ 

ベトナム国政府は、2006 年に公表した「ベトナム社会経済開発五カ年計画（2006 年～2010 年）」

の中に次のことを政策目標として示している。「市場経済の開発は、社会福祉、雇用機会の創出、貧

困削減、教育・文化の発展及び国民の健康改善を目指さなければならない。この目標を達成するため

に、政府は自らの任務・責任を果たし、また国民全員は努力しなければならない」。これに加えて、

同五カ年計画に示している 8 つの最重要事業の 1 つとして、次の事業が挙げられている。「社会発展・

社会公平・男女平等の実現、雇用機会創出、国民の合法的所得増大の奨励、飢餓の撲滅、貧困の削減、

社会保障システムの整備、社会問題の防止」。同五カ年計画には、中小企業の振興策が次のように示

されている。中小食品加工企業は、他の経済セクターの中小企業と同じく、同計画の重要なターゲッ

トとして位置付けられている。「辺境地・山岳地・開発困難地域にさらに注視し、農村工業、商業村・

農場の開発を促進するとともに、各地方地域の特性・有利点を活かしながら、それぞれ地域の開発可

能な資源を最大に運用することができるように中小企業の振興を支援し奨励する。」 
したがって、プロジェクト目標及び上位目標は、ベトナム国の中小食品加工企業の振興ならびに貧

困削減に寄与するものであり、同国政府の政策と合致している。 
 

＜日本国の援助政策との整合性＞ 

我が国は、2000 年に策定した国別援助計画で、①人造り・制度造り（特に市場経済化支援）、②

電力・運輸等のインフラ整備、③農業・農村開発、④教育、保健医療、⑤環境、の 5 分野を重点分野

として対ベトナム国援助に取り組んできた。この内、本プロジェクト目標は、③農業・農村開発及び

④教育、保健医療の 2 分野に貢献している。よって、本プロジェクトの目標は日本国の対ベトナム国

援助政策に合致している。 
 

＜ターゲットグループのニーズとの整合性＞ 

FIRI は、高付加価値食品の生産及び食品の多様化に資する技術の研究・開発、ならびにベトナム国

の中小食品加工企業に対して、その技術指導・支援を行う国立機関である。本プロジェクトは、FIRI
へ食品加工、素材開発、食品成分分析評価等の技術を移転するとともに、同研究所の活動を強化し、

それら技術を中小食品加工企業に移転するノウハウを移転することを目的とする。また、C/P へのヒ

ヤリング結果によると、FIRI 職員は自らの使命を果たすために技術を向上する必要があり、本プロジ

ェクトは適切なターゲット選定を行ったと認められる。 
 

＜プロジェクト計画の整合性＞ 

本プロジェクトは計画段階から参加型手法を採用し、関係者・機関の主体性の向上を図っている。
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加えて、本プロジェクト活動は論理的な流れに沿って計画されている。成果 1 の活動を通じて、ベト

ナム国内で流通している主要農産物加工食品の品質特性を明らかにするための調査・分析を行い、中

小食品加工企業のニーズを把握するとともに、プロジェクトのターゲットとなる加工食品を選定す

る。次に、成果 2 及び 3 の活動を通じて、選定したターゲット食品の品質改良及び認証に必要となる、

微生物及び酵素の分析・応用に係る技術移転を、FIRI C/P に対して行う。最後に、成果 1～3 の活動

を通して移転された技術を用い、成果 4「FIRI 研究者の中小食品加工企業への品質管理及び食品加工

に係る技術指導能力向上」を行うことで、効果的に C/P の技術指導能力の向上が行われた。これによ

り、本プロジェクトのアプローチは適切であったと認められる。 
 

(2) 有効性 

プロジェクト目標の達成の見込みについて、プロジェクト目標「FIRI の、食品加工技術開発能力及

び認証に必要な情報を提供する機関としての機能が強化される」は、PDM に設定された 3 つの指標

に照らして、ほぼ達成されていた。なお、指標 3「中小食品加工企業に対する技術指導実績数が 35
になる」については、評価調査時点では達成されていなかったが、プロジェクト終了時までに実施さ

れる見込みである。 
また、プロジェクト目標達成への各アウトプットの貢献度については、（成果 1）中小食品加工企

業のニーズを明らかにするための調査を実施し、結果としてニーズの高い分野をターゲットとして

（成果 2）微生物及び酵素の応用技術向上、（成果 3）食品の成分及び品質に関する試験・分析能力向

上のための活動を実施した。成果 2 と成果 3 にて移転した技術により、（成果 4）中小食品加工企業

への食品分析及び食品加工に係る技術指導能力向上を図ることで、移転した技術を適切に中小食品加

工企業に伝えることができる方策となっており、これがプロジェクト目標の達成に貢献しているとい

える。よって、本プロジェクトの有効性が高いと認められる。 
 

(3) 効率性 

＜投入の妥当性＞ 

プロジェクトへの投入は、質、量、タイミング等において、概ね計画に沿って効率的に実施されて

おり、プロジェクトの実施において十分活用されていたため、本プロジェクトの効率性は高いと判断

できる。 
 

＜専門家派遣の妥当性＞ 

プロジェクト前半 3 年間には、長期専門家 4 名（チーフアドバイザー、業務調整、食品微生物利用、

分析技術）が中心となり、FIRI 研究員に対して技術開発及び試験・分析に係る技術移転が行われ、成

果 2 及び成果 3 の達成に大きく寄与した。プロジェクト 3 年を経た時点にて、本プロジェクトで必要

とされる技術が多岐にわたっており、長期専門家 2 名（食品微生物利用、分析技術）で専門分野を指

導することが難しいと判断された。それにより、プロジェクト後半には、チーフアドバイザー（短期

専門家）と業務調整（長期専門家）を常時派遣し、チーフアドバイザーの総括の下、必要な技術分野

の短期専門家派遣を効果的に行うことにより、成果 2 と成果 3 はもちろんのこと、成果 1 及び成果 4
の活動推進に大きく寄与した。これにより、専門家派遣の時期、投入時期は適切であり、目標達成に

効果的であったと判断される。 
 

＜研修員受入れの妥当性＞ 

日本国での C/P 研修受入れは、概ね計画通り実施されており、終了時評価の時点までには、C/P 計

36 名が日本国での研修を受け、プロジェクト全体の成果達成に大きく寄与している。加えて、研修

を受けた C/P は、帰国後、技術能力向上によって自信を持ち、積極的な姿勢で仕事に臨むようになっ

ただけでなく、FIRI の中核メンバーとなってプロジェクトを推進している等、効果的な研修受入が実

施されたと判断できる。 
 

＜機材供与の妥当性＞ 

日本国側が供与した試験・分析機材は、機種、数量共に成果達成のために必要かつ十分なものであ

った。加えて、FIRI 建物の 3 階と 5 階に共同利用試験室（common laboratory）が開設され、ここにプ

ロジェクト供与機材の他に、FIRI の自前の予算で調達した他の機材も設置され、FIRI によって有効

に活用されていた。 
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＜ローカルコスト負担の妥当性＞ 

日本国側のローカルコスト及びベトナム国側のコスト負担は、効果的な活動推進のために必要かつ

適切であった。また、FIRI は専門家の執務用に十分な部屋を提供するとともに、プロジェクト活動

に必要な分析用機材の一部を自らの予算で調達する等、プロジェクトの成果達成に十分に貢献してい

た。 
 

＜C/P の投入＞ 

C/P は、プロジェクト終了時点までに 49 名配置された。途中に FIRI 所長の退職によるマネージャ

ーの交代もあったが、プロジェクト活動は円滑に後任へ引き継がれ、プロジェクト活動に遅延等は発

生しなかった。また、C/P はプロジェクトの関係部署から配置され、ワーキンググループに所属して

積極的にプロジェクト活動を推進していた。なお、C/P の英語能力は非常に高く、これは効果発現に

大きく貢献した。 
 

(4) インパクト 

＜上位目標の達成の見込み＞ 

上位目標：ベトナム国の中小食品加工企業の食品加工技術が向上する。 

終了時評価時点にて、指標で掲げられた「FIRI の技術移転を受け入れた中小食品加工企業数」は

把握されておらず、現段階では上位目標達成の見込みは評価できない。しかしながら、本プロジェク

トでは、成果 4「FIRI 研究者の中小食品加工企業への品質管理及び食品加工に係る技術指導能力向上」

の実施を通して、特にプロジェクト後半にて、C/P による中小食品加工企業への技術移転・指導が順

調に実行されており、これら中小食品加工企業の製品の品質改良に大きく寄与していることが確認で

きており、上位目標達成は十分に期待できる。加えて、本終了時評価で実施したワークショップにお

いて、参加した C/P 全員が、プロジェクト終了後の 2～3 年間にプロジェクトの上位目標が達成でき

るとの意見であったことも、プロジェクト終了後の継続的な活動が期待される。 
しかし、上位目標の達成、つまり FIRI が「中小食品加工企業に対して技術指導を行う、指導的な

国家機関としての役割を果たす」ためには、FIRI が中小食品加工企業に一層近寄り、それらのニーズ

を把握し、適正な技術を企業へ移転する能力向上のため、プロジェクト終了後も、FIRI が引き続き努

力しなければならない。さらに、全国的に散在している中小食品加工企業へより効率的で、より迅速

な方法で食品加工技術及び分析技術を移転することを可能にするためには、UNIDO（国連工業開発

機関）や婦人の会等のような他の組織・機関と連携し、共同でトレーニングプログラムを進めたり、

他の組織・機関の技術指導者を養成したり（training to trainers）することに努力する必要がある。 
 

＜技術的インパクト＞ 

ベトナム国では、固有の微生物や酵素についてはまだ十分に把握されていない。本プロジェクトに

おいて、これら微生物や酵素の特性を明らかにし、これを素材開発に生かし新商品の開発につながる

ことが期待できる。微生物や酵素の利用により、ベトナム国の豊富な農産物を有用な物質に転換でき

れば、同国農村への裨益効果が高いものである。また、輸入に依存していたものに代わる製品開発が

実現できれば、その本分野における貢献は大きい。 

 

＜その他のインパクト＞ 

1) 本プロジェクトの直接の裨益者はベトナム国の中小食品加工企業であるが、中小食品加工企業に

原料を供給するベトナム国内農家も間接の裨益者である。食品加工業の発達は、その結果として

農家の生産インセンティブとなり、集約的な農産物栽培が行われ、販売量あるいは単価の増加に

より農家の所得の上昇が期待され、農村と都市の所得格差が縮小されると期待できるものである。

2) 本プロジェクトの実施により発生するマイナス・インパクトは、特に無かった。 

 

(5) 持続発展性 

＜政策・組織面での自立発展性＞ 

今後の中長期展望においては、ベトナム国政府の中小食品加工企業振興促進に関る政策、及び食品

安全・衛生管理に関る政策は変更されず、引き続いて強力に推進されると期待される。加えて、ベト

ナム国政府各省庁が実施している中小企業振興プログラムの成果は、今後、徐々に現れると推察し、

中小食品加工企業にとっては、制度面でますます発展しやすい環境になることが期待される。 
これに加えて、FIRI には若い研究員が多く在所しており、所長席は所員の民主的な選挙で選ばれ
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ること等、他の国立研究所に比べて、組織・研究体制の柔軟性がかなり高いと認められる。FIRI は、

今後もベトナム国における社会・経済状況の変化を適切に対応することができ、良い方向へ進められ

ると考えられる。  
 

＜財政面での自立発展性＞ 

FIRI は現在、企業とのコンサルタント契約締結を増やし、技術指導等のサービス提供による自己

収入の増強に努めている。一方で、ベトナム国政府の研究所の制度改革に関る指示を受けて、独立行

政法人として改編計画を進めている。2009 年末以降、国からの一部運転経費（人件費）の補助が無

くなるが、FIRI の年間運転資金の 40％を占めている、食品分析や企業技術移転等のサービス提供に

よる収入比率は上昇する傾向があり、加えて政府からの委託研究契約金が増える見込みである。 
 
＜技術面での自立発展性＞ 

FIRI 各部での技術会議、グループ・ミーティングは定期に開催されており、経験が豊富な研究員

から若い研究員・新入研究員への指導体制がうまく機能していると推察する。日本国からプロジェク

トを通じて移転された技術は、組織的に FIRI に定着し普及されると予測する。 
 

以上の面から、政策面では、中小食品加工企業振興推進に係る政策及び食品安全・衛生管理に係る

政策が継続されることから、本プロジェクト活動によって獲得した知識や技術の維持・活用の可能性

は高いと考えられる。財政面については、独立行政法人化（2009 年）による一部運転経費（人件費）

の補助削減が予定されているが、同時に他の収入源の確保が期待されることから、自立発展性は高い

と考えられる。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

1) 中間評価において、現行 PDM における幾つかの指標は、その成果を測る指標として適切でないた

め、プロジェクトで検討及び見直しを行うことが必要であると評価された。その評価を受けて、

現状に即した PDM と PO に改訂されたことにより、プロジェクトの活動が促進された。 

2) プロジェクト目標達成に対し、（成果 1）中小食品加工企業のニーズを明らかにするための調査を

実施し、結果としてニーズの高い分野をターゲットとして（成果 2）微生物及び酵素の応用技術

向上、（成果 3）食品の成分及び品質に関する試験・分析能力向上のための活動を実施した。成果

2 と成果 3 にて移転した技術により、（成果 4）中小食品加工企業への食品分析及び食品加工に係

る技術指導能力向上を図ることで、移転した技術を適切に中小食品加工企業に伝えることができ

る計画となっていたことが、効果発現に貢献した。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

1) JICA ベトナム事務所及び JICA 本部により、運営に係る適切な指導が行われた。特に中間評価後

は、JICA ベトナム事務所が積極的に FIRI を訪問し、中間評価で指摘された事項「C/P に対しての

ODA 及び JICA 技術協力スキームについての説明不足」への対応として、FIRI に十分に説明を行

うことで、C/P と専門家の関係が改善した。 

2) 国内支援委員会の活用について、特にプロジェクト後半において、年度計画策定時等の定期的な

委員会の他に、チーフアドバイザーが帰国の際に開催することにより、効果的にプロジェクトの

活動状況を説明して必要な助言・指導の依頼を行った。これにより、研修員の受入れや現地での

活動について、委員会からの適切な技術支援を受けることができたことがプロジェクトの円滑な

実施に貢献した。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

中間評価が実施されるまで、PDM の指標が明確に定義されていなかったことが挙げられる。中間

評価後、指標が設定されたことでプロジェクト活動が加速されたが、プロジェクト開始当初より、ベ

ースラインデータに基づき、適切な数値目標が設定されていることが望ましかった。 
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(2) 実施プロセスに関すること 

本案件は、本邦の関係機関から委員を募り、国内支援委員会を設置していたが、プロジェクトの前

半では、現地の情報が十分に委員会に報告されていなかった為、現地の状況を踏まえた技術支援が適

切に行われていなかった。なお、これについては、プロジェクト後半にて、国内支援委員会の実施頻

度を高め、委員会の設置目的である技術的助言・指導を的確に実施することで改善した。 

 

３－４ 結論 

関係機関、C/P との議論により、プロジェクトは、PDM のプロジェクト目標をおおむね達成できたと評

価した。加えて、FIRI は、中小食品加工企業への技術移転において、大変重要な役割を果たした。残され

た課題は、ベトナム国側によって解決されることを期待する。 
よって、本評価委員会は、本プロジェクトにつき 2007 年 9 月を以って終了することとした。 
 

３－５ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

プロジェクトの今後の自立発展性に向けて、次の事項を提言する。 

(1) プロジェクトは、残された期間を有効に使い、プロジェクト活動を完結すること。 

(2) プロジェクトは、研究室レベルの技術を円滑に中小食品企業へ技術移転するための、プロジェクト

終了後の中小企業支援プランを策定すること。その内容を 8 月に実施される予定の JCC にて報告する

こと。 

(3) FIRI は、研究機関、技術支援及びトレーニングの機能をより一層強化していくこと。 

1) 研究機関としての機能強化 

ｱ) 技術の共有化・均質化 

研究者の保持技術の均質化を進めるとともに、新技術の習得等、再教育も含めた技術共有化を目

指すこと。 

ｲ) 機材の活用 

FIRI は、JICA が供与した高額分析機材をはじめとする機材の利用にあたっては、管理規定を速

やかに作成するとともに、定期的な機材利用のためのトレーニングの機会を設け、トレーニングを

希望する研究者を指導し、技術の普及に努めること。 
ｳ) 萌芽的(自立的)研究への取り組み 

食品産業での研究リーダーとなるため、FIRI は独自の研究を実施すること。 

2) 中小食品加工企業への技術支援 

ｱ) 担当課を設置し、中小食品加工企業への技術支援をより一層推進していくこと。 

ｲ) FIRI は、プロジェクトで移転された技術を、ベトナム国全土に広めていくための手法を考える

こと。 

3) トレーニング機能の強化 

ｱ) 同国の企業、機関の技術指導を実施し、指導能力向上を図ること。 

ｲ) JICA 事業である南南協力等、他国からの研修受け入れ等も実施するのが望ましい。 

 

３－６ 教訓 

(1) ベトナム国と日本国側双方は、FIRI-JICA プロジェクトを円滑に実施することができたが、その背

景には 5 年間という時間をかけて信頼関係を構築できたことがある。文化、社会、経済の異なる国の

間における技術協力が成果を見出すためには、かなりの長時間にわたって相互の理解を深める努力を

することが重要である。 

(2) 供与機材については、現地でスペアパーツが購入可能な機材を選ぶ等、持続可能性を念頭において

供与すること。 

(3) PDM、PO は、円滑な事業実のために、必要に応じて検討・修正すること。 

(4) プロジェクト目標と上位目標は、明確な将来像が分かるように設定すること。 

 




